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（仕様書より）

WTO（世界貿易機関）では、1995年の設立以降、各国による物品・サービス貿易の自由化を実現すべく関税引き
下げ・撤廃やサービスの規制緩和・撤廃による貿易障壁の削減・撤廃交渉、及び分野別のマルチルール策定交渉を実施
してきている。

環境分野においては、2001年のWTO第4回閣僚会合におけるドーハ閣僚宣言により、貿易と環境に関する委員会
（CTE：Committee on Trade and Environment）の下部組織となる特別会合CTESS（Committee on
Trade and Environment Special Session）が設置され、環境関連の物品・サービスに係る貿易の自由化・拡大
に向けて、当該物品に係る関税率やサービスに関する交渉が本格的に開始された。

これまで、環境物品フレンズ（日米豪NZ等）とともにAPECにおいて54品目合意に至ったものの、EGA（CTESSの下
部組織：Environment Goods Agreement）については、合意に向けて一時モメンタムが高まったものの、2016年
末に交渉が決裂した。

WTOの交渉機能活性化の観点から、WTOプルリ交渉の可能性を検討することは有益であり、当時から現在に至るま
での市場動向・技術動向の変化等に係る調査を行う。具体的には、企業アンケート・ヒアリング集計や環境関連産業の
市場調査・技術分析等を実施する。

また、情報技術(IT)分野においては、1996年のWTO閣僚会議においてIT関連製品の関税を撤廃する旨定めた情報
技術協定（ITA：Information Technology Agreement）に合意した。その後、2015年のWTO閣僚会合にお
いて、対象品目を拡大した拡大ITAに合意した。

WTOの交渉機能活性化の観点から、WTOプルリ交渉の可能性を検討することは有益であり、コネクテッドインダストリー
ズの時代に応じた市場動向・技術動向の変化等に係る調査を行う。具体的には、企業アンケート・ヒアリング集計やAI・
IoT・ビックデータ関連産業物品に係る市場調査・技術分析等を実施する。

さらに、サービス貿易分野においては、WTO設立後のサービス交渉や新サービス協定（TiSA）交渉が停滞する中、ま
ずは国内産業界にとっての現在の課題・自由化ニーズの把握のため、企業アンケート・ヒアリング集計及びそれらを踏まえた
分析等を実施する。

1.事業の目的
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2.事業内容

事業内容①

本事業では、（１）環境関連産業、(２) IT製品、(３) サービス貿易について、関連する企業へのアンケート調査・ヒ
アリング調査を実施する。また（１）、（２）について、文献による市場調査・技術分析等を行う。

(１) 環境関連産業

① 企業アンケート・ヒアリング調査及び環境関連産業の市場調査・技術分析等

＜企業アンケート・ヒアリング調査＞

主に以下のような内容について国内産業に係る業界団体や個社にアンケートを発出・集約するとともに、必要に応
じてヒアリング等の追加調査を実施する。

自社技術・製品に、当該品目の貿易自由化（関税やその他の貿易障壁撤廃）が環境負荷軽減に資すると
考える品目はあるか。

市場規模はどの程度か。 等

＜環境関連産業の市場調査・技術分析＞

企業アンケート及びヒアリング調査により情報収集を行うとともに、環境関連産業全体の市場調査・技術分析を行
う。

② ①の結果を踏まえた調査・分析

①の結果を踏まえた調査・分析を行う。
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2.事業内容

事業内容②

(２) IT製品

① 企業アンケート・ヒアリング調査及びAI・IoT・ビックデータ関連産業関連物品に係る市場調査・技術分析等

＜企業アンケート・ヒアリング調査＞

主に以下のような内容について国内産業に係る業界団体や個社にアンケートを発出・集約するとともに、必要に応
じてヒアリング等の追加調査を実施する。

自社技術・製品に、国際的なIT関連品目の貿易自由化（関税やその他の貿易障壁撤廃）の議論になじむ
と考える品目はあるか。

市場規模はどの程度か。 等

② ①の結果を踏まえた調査・分析

①の結果を踏まえた調査・分析を行う。

(３) サービス貿易

① 企業アンケート・ヒアリング調査

サービス貿易の課題・自由化ニーズの把握をするために、主に以下のような内容について国内産業に係る業界団
体や個社にアンケートを発出・集約するとともに、必要に応じてヒアリング等の追加調査を実施する。

どのサービス分野と国・地域に対して、サービス貿易の自由化ニーズがあるか

サービスを提供する際に障壁となる規制は具体的に何か
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2.事業内容

事業の全体像

本調査の全体像は、以下のとおり。

アンケート実施

120社程度実施

環境、IT関連製品の貿易や現

地進出、付帯サービスに関わる問

題、課題など

ヒアリング実施

民間企業：40社程度

対象企業の事業内容等について

確認

市場調査、技術分析

環境関連製品についての概要、

技術、市場分析、付帯サービス

各国の環境/産業政策

個別企業の情報

環境関連物品・サービスについての
項目
自社の製品、技術の説明
関税削減・撤廃（HSコード）
非関税障壁
環境関連サービス

IT関連事業についての項目
関税削減・撤廃（HSコード）
自由回答

主に環境関連物品・サービスにつ
いて
聴取
自社の製品、技術の説明
関税削減・撤廃（HSコード）
非関税障壁
環境関連サービス
その他

調査内容

実施概要

対象分野
エネルギー関連産業
太陽光発電、風力発電、バイオ
マス発電、地熱発電、水素、燃
料アンモニア、その他
輸送・製造関連産業
自動車・蓄電池産業
半導体・情報通信産業
カーボンリサイクル産業
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1.調査実施概要

アンケート調査

調査対象：環境関連産業、IT関連産業及びサービス貿易に関連する業界団体の会員企業

製造業、非製造業（電気、機械、輸送機器、化学、サービス、その他の業種）

調査方法：業界団体を通じてアンケートを依頼。調査票、回答シートをeメールで送信、回答をeメールで回収

調査内容：各社の環境保護に資する技術・製品及びその関連サービスもしくはIT製品について

調査期間：令和3年1月21日～3月5日

有効回収数：約120社

ヒアリング調査

調査対象：アンケート対象企業も踏まえ、経済産業省及び委託調査先にて選定。

調査方法：web会議による聞き取り

調査内容：アンケート項目についての詳細等

調査期間：令和3年1月25日～3月12日

ヒアリング実施数：約40社
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2.調査結果概要

質問内容、項目

アンケート調査

 環境関連産業、IT製品に関して以下のような項目について質問した。

１. 環境関連産業について

(１) 貴社技術・製品について ：技術・製品の概要、CO2削減など環境への貢献度など

(２) 関税削減・撤廃について ：環境物品交渉の対象として要望する技術・製品、HSコード、輸出先、競合企業など

(３) 非関税障壁 ：関税以外のコストや障壁

(４) 環境関連サービスについて：製品提供の上で必要なサービスの説明、環境への貢献、ビジネスの阻害要因

２. IT関連産業について

(１) 貴社技術・製品について ：ITA交渉の対象として要望する技術・製品、HSコード、輸出先、競合企業など

(２) その他（任意回答） ：将来のIT製品の定義、現状のITA製品対象

ヒアリング調査

 再生可能エネルギー関連、蓄電池、化学、重工業、機械メーカーなど約40件程度に対して、アンケート結果に対する
追加質問の他、環境関連産業への取り組み状況などについて、ヒアリング調査を実施した。
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関税削減・撤廃について

 日本からの輸出物品に対して課されている関税についての問題意識は、50社以上が有していた。通
商交渉により、関税の削減、撤廃が実現し、現状よりも良い状況になることを期待する意見があった。

 原産地証明書の発行手続きの手間や煩雑さ、コストについての問題意識は、20社程度が有しており、
環境交渉の成功によるMFN待遇享受の結果、手続きが不要になることを期待するという意見があった。

 関税削減によって、日本の先端的な環境技術が広く普及することが見込まれるという意見や、貿易交
渉を通じてカーボンニュートラルを始めとする環境保護へのモチベーションになることを期待する意見があ
った。

 コアパーツを日本で製造し、パッケージングのみ人件費が低い第三国で行っている企業からは、日本と
仕向先国はFTAを締結しているものの、パッケージングを行っている国と仕向先国がFTAを有していな
い場合があり、このような場合、 企業としては国によって関税率が変わらない方がありがたいという意見
があった。

アンケート、ヒアリング調査結果の要点

2.調査結果概要
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非関税障壁について

 原産地規則や環境規制などの法律や規制がわかりにくい点に加え、担当者による恣意的な運用があ
る点、法律や規則の変更が頻繁に、もしはく突然に行われるなどの問題が指摘されていた。

 各国で計算方法や認証が異なる点、仕向け地ごとに規格や仕様が異なる点なども障壁となっていると
いう意見があった。

 その他、サプライヤーなどの登録制度に問題があったり、部品調達が現地企業に限定されたりするなど
の点についても指摘が見られた。

 海外での工場設立に際し、国内企業保護のための様々な政策や制度などがビジネス上の障害となっ
ている。製品製造ライセンス取得、製造許可の認定などにコストと手間がかかる。明らかに国内企業に
有利な政策がある。

 環境保護関連制度により、使用不可能な部材などが出てくるという意見があった。

 カーボンニュートラルを実現するためには、政府の支援などがないと商用ベースでの活用が困難な技術
も多い。

アンケート、ヒアリング調査結果の要点

2.調査結果概要
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環境物品関連サービスについて

 設備や機器の稼働監視、保守メンテナンスについては、既にリモート対応サービスを実施しているケースは多く見られた。
今後は、AIを用いたトラブルの予兆管理、IoTを用いた状態監視、AR/VR技術による可視化などが重要性を増すと
の意見も見られた。

 設備の設計や評価などの際に対応するエンジニアリングサービスについては、分析にAIを活用したり、VR/ARを用いて
判りやすく結果を説明するなどの取り組みが見られた。

 生物由来ブラスチック、部品リサイクルなど環境汚染対策に関連するサービスとして、モニタリング、ごみの分別などにAI
を活用して省人化などの取り組みも見られた。

 現地企業との連携、現地企業からの材料や部品調達などを求めるような様々な規制（ローカルコンテント要求）に
よって構築されていた国際的なサプライチェーン網に悪影響が出ることがある。

 現地での工場設立の際に必要となるFS、コンサルティング、デザイン、設計については、重要性が認識されている。モニ
タリング、保守メンテナンスなどについても長期的に利用する際には必要なものであると認識されている。

 リモート技術は、遠隔地の顧客との打ち合わせなど導入フェーズでの活用に加えて、機器や設備の状態監視、保守メ
ンテナンスなどで活用が進みつつある。今後は、AI、VR/AR技術などの活用が進む可能性もある。

将来のIT製品の定義、現状のITA製品対象について

 AI、IoT、Society5.0、クラウド化、5G、コネクティビティといった昨今の技術動向変化も踏まえ「繋がる機器」を念頭
に置いた、白物家電（洗濯機、冷蔵庫等）、AV機器（テレビ、ディスプレイ、プロジェクター等）を中心に、WiFiな
どの無線通信機能、インターネット対応の重要性が多くの企業で広く認識され、コンテンツサービス関するコメントも見ら
れた。

アンケート、ヒアリング調査結果の要点

2.調査結果概要
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出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf

 EUは、総額1.8兆ユーロ（約225兆円）の中期予算を採択し、コロナ復興の柱の一つにグリーンを位置
付けている（気候変動対策に予算の30%を配分）。

 欧州委員会は、国境炭素調整措置やEU-ETSの対象拡大による収入を、復興基金の償還に充てること
を検討している。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
EU
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出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01_shiryou1.pdf

 コロナウイルス対策の一環として、各国が復興施策パッケージを発表し、追加の資 金投入を通じて、経済
対策と併せたグリーンな復興が目指されている。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
主要国
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出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf

 2020年7月14日、バイデン大統領は気候関連の新しいビジョンとして2021年からの4年間で総額2兆ド
ル（約218兆円）を投資する「近代的で持続可能なインフラと公正なクリーンエネルギーの未来の構築の
ための計画」を発表。

 2050年までの経済全体のネットゼロ化や、様々な分野における脱炭素化投資について言及されている。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
米国：バイデン大統領の気候変動政策ビジョン
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出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf

 2020年8月18日、米国民主党は、大統領選に向けての政策綱領「2020 Democratic Party
Platform」を採択。 遅くとも2050年までのネットゼロ達成を支持するとともに、各部門での対策や投資等
について言及。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
米国：民主党政策綱領
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出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf

 EUは2030年の削減目標を1990年比55％減に引き上げ。EU-ETSについても、欧州委員会が2021
年６月までに以下の方針に従い、改正案を提示する予定。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
欧州：2030年気候目標計画におけるEU-ETSの拡大・見直し
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2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
環境問題全般：欧州循環経済パッケージの概要

循環経済パッケージ（CEP＝Circular Economy Package）は、製品、材料、資源の価値を可能な限り永く保持し
廃棄物の発生を最小化する取り組みである。循環経済（CE）政策は、サプライチェーン別に取り組みが掲げられ、欧州
における資源確保（リサイクル向上）に加え、雇用創出と経済政策も目指すものである。

経済産業省「循環経済ビジョン研究会 資料」2019年1月25日
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy environment/junkai keizai/pdf/005 04 01.pdf
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 英国のボリス・ジョンソン首相は2020年11月18日、クリーンエネルギー、輸送、自然、革新的な技術など
の野心的な10項目の計画を含む「グリーン産業革命」を発表した。

 この計画は、英国が2050年までに温室効果ガス（GHG）の純排出ゼロ*の目標達成に貢献するものと
し、英国政府による総額120億ポンド（約1兆6,560億円、1ポンド＝約138円）の投資を行い、最大
25万人の雇用を創出する。英国の強みを中心に構築された10項目の中には、電気自動（EV）や洋上
風力、水素、原子力などが含まれる。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
英国：グリーン産業革命と10項目①

「グリーン産業革命」の10項目とその概要

項目 概要

1 洋上風力
英国の全家庭への電力供給に十分な容量の洋上風力を導入。2030年までに発電量を現在
の4倍の40ギガワット（GW）にし、最大6万人の雇用をサポート。

2 水素

業界と協力し、2030年までに産業、輸送、電力、家庭向けの5GW規模の低炭素水素発電
の開発を目指す。家庭向けでは水素を利用して暖房や調理を行う住宅の試用を進め、2023
年に水素を利用した「住宅区域」、2025年には「住宅地域」へと拡大、2030年の終わりまでに
数万世帯に相当する「水素タウン」の開発を目指す。最大5億ポンドを投資、このうち2億4,000
万ポンドが新たな水素製造施設に投資される。

3 原子力
クリーンエネルギー源として原子力を推進し、大規模な原子力から次世代の先進的な小型モジ
ュール炉（SMR）の開発まで、新たな原子力発電計画を進める。特に1万人の雇用を支援す
るSMRの研究開発には5億2,500万ポンドを投資する。

＊人間の活動によって排出される温室効果ガス（GHG）の量を森林などで吸収されるレベルにまで抑えること。

出典：JETROビジネス短信2020年11月20日
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/11/dde99f8b387141a2.html
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項目 概要

4 電気自動車（EV）

2030年までにガソリン車、ディーゼル車およびバンの新車販売を段階的に禁止する。ただし、炭
素排出ゼロで長距離走行可能なハイブリッド車とバンは2035年まで販売を認める。充電設備
に13億ポンドの投資、ゼロエミッション車または超低排出ガス車の購入に5億8,200万ポンドの
助成金、最大10億ポンドを提供する自動車変革基金（Automotive Transformation 
Fund）の投資の一環として、EV用バッテリーの開発と大量生産に今後4年間で約5億ポンドを
支出、数千人の新たな雇用を保護、創出する。

5
公共交通機関、サイ
クリング、ウォーキング

数千台のグリーンバス、数百マイルの自転車専用レーンなどを導入することで、サイクリングとウォ
ーキングをより魅力的な移動手段にする一方、将来のゼロエミッション公共交通に投資する。

6
ゼロエミッション航空
輸送とより環境にやさ
しい海上輸送

ゼロエミッション航空機、船舶の研究プロジェクトを通じ、脱炭素化が困難なこれら産業をより環
境負荷が小さいものとすることを支援。クリーンな海運技術の開発に2,000万ポンドを投資する。

7 住宅、公共施設
住宅、学校、病院をより環境負荷が小さく、より温熱環境の整った、よりエネルギー効率の高い
ものにするための支援策などに10億ポンドを投資。2030年までに5万人の雇用を創出し、
2028年までに毎年60万台のヒートポンプを設置することを目標とする。

8 炭素回収
北アイルランド、ウェールズ、スコットランドの産業集積に10億ポンドを投資し、炭素を大気から回
収・貯蔵する技術で世界をリードする新産業を確立、2030年までに1,000万トンの二酸化炭
素を削減することを目標とする。

9 自然
2025年までに毎年3万ヘクタールの樹木を植えることで自然環境の保護および回復を目指し、
自然の炭素吸収能力を活用する。これにより数千人の雇用の創出、維持する。

10
グリーンファイナンス・
イノベーション

上記9項目の新しい野心的なエネルギー目標の達成、およびロンドン市をグリーンファイ
ナンスのグローバルセンターにするために必要な最先端技術を開発する。

24

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
英国：グリーン産業革命と10項目②

出典：JETROビジネス短信2020年11月20日 https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/11/dde99f8b387141a2.html
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2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
中国：エネルギー発展第13次5ヵ年計画（2016～20年）

出典：NEDO「第13次5カ年計画期間の中国の再生可能エネルギーの政策と状況」 https://www.gef.or.jp/globalnet201704/globalnet201704-9/

計画の現状①



Hello-G 26

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
中国：エネルギー発展第13次5ヵ年計画（2016～20年）

出典：NEDO「第13次5カ年計画期間の中国の再生可能エネルギーの政策と状況」 https://www.gef.or.jp/globalnet201704/globalnet201704-9/

計画の現状②
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2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
中国：エネルギー発展第13次5ヵ年計画（2016～20年）

出典：NEDO「第13次5カ年計画期間の中国の再生可能エネルギーの政策と状況」 https://www.gef.or.jp/globalnet201704/globalnet201704-9/

計画の現状③
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2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
中国：エネルギー発展第14次5ヵ年計画（2021～25年）

出典：JETRO短信 2021年3月10日 https://www.jetro.go.jp/biznews/2021/03/38a0764930a67b96.html

新5か年計画の概要

 第13期全国人民代表大会（全人代）第4回会議が3月5日、北京市で開幕し、会議では、第14次5
カ年（2021～2025年）規画と2035年までの長期目標綱要案が発表された。

 李克強首相が読み上げた政府活動報告においては、同案の内容のうち、主に、第14次5カ年（2021
～2025年）規画期間におけるマクロ経済の主要指標、イノベーション駆動型発展戦略、グリーン発展や
民生福祉にかかわる主要な数値目標や重点政策について言及。

 グリーン発展については、気候変動対策の中国のINDC（国が決定する貢献）「2030年の温室効果ガ
ス排出削減目標達成」に取り組むとの方針で、単位GDP当たりのエネルギー消費量と二酸化炭素排出
量をそれぞれ13.5％、18％引き下げるとした。

指標 2020年 2025年 年平均/累計 属性*

単位GDP当たりのエネルギー消費量低下率（％） - - [13.5] 拘束性

単位GDP当たりの二酸化炭素排出量低下率（％） - - [18.0] 拘束性

地級市以上の都市空気質量優良日の割合（％） 87.0 87.5 - 拘束性

地表水質量Ⅲ類に達する或いはそれよりも良い水の割合（％） 83.4 85.0 - 拘束性

森林カバー率（％） 23.2* 24.1 - 拘束性

グリーン発展に関する主要目標

＊所期性指標は国の期待を反映している発展目標。拘束性指標は達成が義務付けられている目標。
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 韓国の文在寅（ムン・ジェイン）大統領は2020年7月14日、新型コロナウイルス感染拡大による危機を克服し、ポスト
コロナ時代の世界経済をリードするための国家発展戦略として「韓国版ニューディール（K・New Deal）」構想を発表す
る、国民報告会を開催した。

 文大統領は、韓国版ニューディールのビジョンとして、（1）追従型の経済から先導型の経済へ、（2）炭素依存経済か
ら低炭素経済へ、（3）不平等社会から包容社会への発展を掲げた。2025年までに160兆ウォン（約14兆円、1ウォ
ン＝約0.089円）（政府予算7割と民間3割）を投じ、新たに190万人の雇用創出を目指す。

2.気候変動対策や経済対策等を巡る動き
韓国：韓国版ニューディール構想

出典：JETROビジネス単信2020年07月17日
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/07/13ab4b4a83978545.html

分野 予算 項目

セーフティーネット強化 28兆4,000億ウォン

・雇用保険の加入対象を段階的に拡大
・基礎生活保護対象者の扶養義務者基準を廃止（2022年まで）
・傷病手当制度の導入を推進（2022年まで）
・AI分野などの人材養成、就活および転職の支援を強化
・農漁村地域のデジタルアクセス環境を改善

デジタルニューディール 58兆2,000億ウォン

・公共データ14万件を公開して「データダム」を構築
・5GとAI基盤の知能形政府（AI政府）
・全国の小中高校に高性能の公衆無線Wi-Fiを構築
・スマート病院など、スマート医療インフラを構築
・小商工人のオンラインビジネスを支援
・社会インフラ（道路や港湾など）管理システムのデジタル化
・スマートシティーおよびスマート工業団地を造成

グリーンニューディール 73兆4,000億ウォン

・老朽化した公共施設のゼロエネルギー化を推進
・スマートグリーン都市および学校の造成
・電気自動車（113万台）、燃料電池車（20万台）を普及
・太陽光や風力、水素などの再生エネルギーの普及を拡大
・スマートグリーン産業団地を造成など
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 ＥＵでは、炭素国境調整措置の導入に向けた検討が進行中。
 米国でも、大統領選の公約等の中で、国境炭素調整料金の導入に関する言及がされている状況。

3.ＥＵ、米国における炭素国境調整措置の検討状況等

出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf
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 欧州委員会は、2020年3月から4月にかけて炭素国境調整措置の開始影響調査を実施。その際、制
度の目的、政策オプション、予想される影響等に関する情報を開示。

 2020年10月にパブリックコンサルテーション終了。2021年6月に制度の提案を行い、遅くとも2023年1
月1日までに導入する予定。

3.ＥＵ、米国における炭素国境調整措置の検討状況等
ＥＵの炭素国境調整措置の概要

出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf
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 2020年6月30日、米国下院「気候危機に関する特別委員会」が、米国議会としての気候変動対策の
あり方に関するアクションプラン*を発表。この中で、国内産業の保護やリーケージ対策として、国境調整措
置の導入の必要性について言及。

3.ＥＵ、米国における炭素国境調整措置の検討状況等
米国下院の委員会における国境調整措置に関する議論

出典：環境省「「中間的な整理」以降の国内外の動き」
https://www.env.go.jp/council/06earth/01 shiryou1.pdf

*米国下院「気候危機に関する特別委員会（Select Committee on the Climate Crisis） 」が17カ月にわたり実施したステー
クホルダーや研究者との協議及び文献調査の結果に基づき策定された、野心的かつ包括的な気候変動対策に関する数百の政策提
言。執筆者は全て民主党議員。
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出典：環境省 環境金融推進室
https://www.env.go.jp/policy/参考資料１ 環境省提出参考資料.pdf

EUにおけるサステナブルファイナンスの検討

4.タクソノミー策定

アクションプラン項目
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出典：環境省 環境金融推進室
https://www.env.go.jp/policy/参考資料１ 環境省提出参考資料.pdf

EUアクションプラン：サステナブル活動のEU分類システム（タクソノミー）の確立

4.タクソノミー策定
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Ⅲー２ 個別分野

調査対象概要
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1.調査対象概要
2)個別分野

グリーン成長戦略で扱われている「洋上風力発電産業」、「燃料アンモニア産業」、「水素産業」に加えて、
「太陽光発電産業」、「陸上風力産業」 、「バイオマス発電産業」、「地熱発電産業」などを取り上げた。

上記の内、発電系産業については、「風力発電」とともに、需要の大きい「太陽光発電」、ゼロエミッション
推進で注目される「バイオマス発電」、燃料消費の必要がない「地熱発電」、その他「波力発電」についても
言及した。なお、太陽光発電の説明では太陽光パネルに加え、重要な構成機器であるパワーコンディショ
ナー（PCS）についても言及した。

一方、燃料系産業では、「燃料アンモニア産業」「水素産業」など再生可能エネルギーとして注目度が高い
分野について、エネルギー資源としての活用に向けての研究、技術動向と商用化に向けての動きを中心に
取りまとめた。

エネルギー関連産業

対象分野 説明

発電系産業 太陽光発電（パネル、PCS）、風力発電（洋上、地上）、バイオマス発電、地熱発電、
その他（波力発電）

燃料系産業 水素産業、燃料アンモニア産業
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1.調査対象概要
2)個別分野

本調査での対象は、2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略の中でも「自動車・蓄電池産
業」、 「半導体・情報通信産業」、「カーボンリサイクル産業」の3つの分野を対象とした。

「自動車・蓄電池産業」では、エネルギー管理で中心的な役割を果たす蓄電池を中心に、自動車産業で
は省エネ自動車として、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグイン・ハイブリッド/ハイブ
リッド（PHV/HV）に関する動向を取りまとめた。なお、蓄電池の利用用途の一つとして、船舶産業、航
空機産業に触れた。

「半導体・情報通信産業」については環境とITという分野からエネルギー効果削減のソリューション面から、
電力の需給管理（系統等の電力管理）、パワー半導体（個別機器や車両などの電力管理）を取り上
げた。

「カーボンリサイクル産業」については、CCUS/カーボンリサイクルを中心に参入企業や事例などを中心に取
り上げた。

輸送・製造関連産業

グリーン成長戦略の産業分野 説明

自動車・蓄電池産業 次世代自動車、蓄電池を対象とした。

半導体・情報通信産業 環境+IT関連という側面から、電力需給管理、パワー半導体を対象とした。

カーボンリサイクル産業 CCUS/カーボンリサイクルの概要、参加企業などを取りまとめた。
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Ⅲー２ 個別分野

エネルギー関連産業
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2.エネルギー関連産業
1)太陽光発電 概要 政策 市場 企業

出典：GlobalData,Power Intelligence Center
https://www.solar-energy.site/column/country-ranking/

太陽光発電パネルメーカー

太陽光パネルメーカーの動向を見ると、
かつては、シャープ、京セラなどの日本
企業も多数見られたが、現在のグロー
バル市場ではジンコソーラー、JAソーラ
ーなどの中国企業はトップ10の大宗を
占めるようになってきている。

順位 メーカー 生産国

1 ジンコソーラー 中国

2 JAソーラー 中国

3 トリナソーラー 中国

4 カナディアンソーラー カナダ（製造は中国）

5 ロンジソーラー 中国

6 ハンファQセルズ 韓国（製造はマレーシア）

7 ライセンエネルギー 中国

8 ファーストソーラー 米国

9 GCL 中国

10 SF-PV 中国

太陽光パネルメーカートップ10（2019年）
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2.エネルギー関連産業
2)風力発電 概要 政策 市場 企業

出典：Sustainable Japan 「風力発電メーカーランキング、ヴェスタスとシーメンスガメサが上位。中国企業も席巻」2020年5月31日
https://sustainablejapan.jp/2020/05/31/wind-turbine-ranking-2019/50158

参入メーカー

 2019年の風力発電新規設備容量は63GW。22,893基の風力発電が建設された。メーカーは33社である。そのうち
洋上風力発電は6.4GWとなっている。

風力発電メーカー市場シェア 2019年

企業名 国 シェア

1 ヴェスタス デンマーク 18.0％

2 シーメンスガメサ・リニューアブル・エナジー スペイン 15.7％

3 金風科技（ゴールドウィンド） 中国 13.2％

4 GEリニューアブル・エナジー 米国 11.6%

5 遠景能源（ENVISION） 中国 8.6%

6 明陽風電集団（Mingyang） 中国 5.7％

7 Nordex Acciona ドイツ 4.9%

8 エネルコン ドイツ 3.0％

9 遠達（Widney） 中国 2.5％

10 東方電気（Dongfang） 中国 2.1%

11 Sewind 中国 2.0%

12 中船重工海装風電(CSIC Haizhuang Wind Power) 中国 1.8%

13 Senvion ドイツ 1.7％

14 ユナイテッド・パワー. 米国 1.7％

15 MHIヴェスタス デンマーク 1.6%
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2.エネルギー関連産業
2)風力発電 概要 政策 市場 企業

参入メーカー

陸上風力発電メーカー市場シェア 2019年洋上風力発電メーカー市場シェア 2019年

企業名 国 シェア

1 シーメンスガメサ・リニューア
ブル・エナジ

スペイン 39.8%

2 MHIヴェスタス デンマーク 15.7％

3 Sewind 中国 10.0％

4 遠景能源
（ENVISION）

中国 9.5％

5 金風科技（ゴールドウィン
ド）

中国 9.4％

6 明陽風電集
（Mingyang）

中国 7.3％

7 GEリニューアブル・エナジー 米国 4.3％

8 中船重工海装風電
（CSIC Haizhuang 
Wind Power）

中国 2.3％

9 Senvion ドイツ 1.6％

10 XEMC Darwind オランダ 0.1％

企業名 国 シェア

1 ヴェスタス デンマーク 20.1％

2 金風科技（ゴールドウィン
ド）

中国 13.6％

3 シーメンスガメサ・リニューアブ
ル・エナジー

スペイン 13.0%

4 GEリニューアブル・エナジー 米国 12.4%

5 遠景能源（ENVISION） 中国 8.6%

6 明陽風電集団
（Mingyang）

中国 5.6%

7 Nordex Acciona ドイツ 5.4%

8 エネルコン ドイツ 3.3%

9 遠達（Widney） 中国 2.8%

10 東方電気（Dongfang） 中国 2.4%

出典：Sustainable Japan 「風力発電メーカーランキング、ヴェスタスとシーメンスガメサが上位。中国企業も席巻」2020年5月31日
https://sustainablejapan.jp/2020/05/31/wind-turbine-ranking-2019/50158
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2.エネルギー関連産業
3)バイオマス発電 概要 政策 市場 企業

参入メーカー①

バイオマス発電の主要メーカーには欧米のメーカーが多く見られる。

海外の主要なバイオマスボイラメーカー 海外の主要な熱分解ガス化プラントメーカー

出典：「NEDO再生可能エネルギー技術白書」2013年12月
https://www.nedo.go.jp/content/100544819.pdf

メーカー名 国

Advanced Recycling Equipment, Inc. 米国

Alstom SA 米国

Baxi Group 英国

Ecovision Systems Ltd. 英国

ETA Heiztechnik GmbH オーストリア

Foster Wheeler AG スイス

Garioni Naval SpA イタリア

Hurst Boiler & Welding Co, Inc. 米国

Kohlbach Group オーストリア

Thermax Ltd. インド

Metso フィンランド

Carbone フィンランド

Bbcok & Wilcox volund 米国

Sasol Lurgi ドイツ

PRM 米国

Entimos フィンランド
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2.エネルギー関連産業
3)バイオマス発電 概要 政策 市場 企業

参入メーカー②

海外の主要なメタン発酵メーカー

出典：国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO再生可能エネルギー技術白書」2013年12月
https://www.nedo.go.jp/content/100544819.pdf

海外の主要なバイオガス用エンジンメーカー 海外の主要なバイオガス用
マイクロガスタービンメーカー
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2.エネルギー関連産業
4)地熱発電 概要 政策 市場 企業

参入メーカー

地熱用タービンの世界市場において日本の
三菱電機、東芝、富士電機は一定のシェア
を占めている。

（参考）地熱発電用タービン参入メーカー（2010年）

出典：「NEDO再生可能エネルギー技術白書」2013年12月
https://www.nedo.go.jp/content/100544822.pdf

主要メーカー 国

Fuji Electric Co. Ltd. 日本

Toshiba Corporation 日本

Mitsubishi Heavy Industries 日本

General Electric 米国

Ansaldo Energia イタリア

Ormat Technologies イスラエル

出典：各種報道、資料より、ハローG作成

主要地熱発電タービンメーカー
（2020年）
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2.エネルギー関連産業
5)水素

出典： 経済産業省 資源エネルギー庁 「今後の水素政策の検討の進め方について」2020年11月、石油天然ガス・金属鉱物資源機構［JOGMEC］資料
https://oilgas-
info.jogmec.go.jp/ res/projects/default project/ page /001/008/834/2009 j ru recenttopic EUHydrogenStrategyAndRussiasC
ounterMeasures.pdf

グリーン水素・ブルー水素・グレー水素

概要 政策 市場 企業

水素を製造源によって区別する議論もある。天然ガスなどの化石燃料ベースで製造されるグレー水素、その過程で二酸化
炭素回収・利用・貯留（CCUS）と組み合わせたブルー水素、そして、 風力、太陽光、バイオマスなどの再生可能エネル
ギー由来の水素がグリーン水素がある。その他、原子力発電所で生成されるイエロー水素がある。 製造コストが割高なグ
リーン水素の製造はいまだ少なく、現在はグレー水素の利用が主流となっている。CO2フリー化を目指すも、既存燃料等との
コスト差だけでなく、技術的な課題や必要な水素量など、様々な要因があり導入が困難となっている。
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2.エネルギー関連産業
5)水素

主な海外企業 （欧米）

概要 政策 市場 企業

出典：各社HP

企業名 企業情報

Ballard（カナダ） カナダの燃料電池メーカー。

Hydrogenics（カナダ） 水素ステーション建造も手掛けるカナダの燃料電池メーカー。

Ceres Power（英国） 英国の燃料電池技術・エンジニアリング会社。主にはSOFC(固体酸化物形燃料電池)燃料電池を製造している。

ITM Power （英国） エネルギー貯蔵・クリーン燃料企業。

Siemens（ドイツ） 製造業、インフラストラクチャー、輸送など、経済のバックボーンを形成する産業を中心としたテクノロジー企業。

thyssenkrupp Uhde Chlorin
e Engineers （ドイツ）

グリーン水素、エネルギー貯蔵、持続可能な化学物質の完全なバリューチェーンを提供。

Nel hydrogen（ノルウェー） 再生可能エネルギー源からの水素の生産、貯蔵、流通のためのソリューションを提供するグローバル企業。Nel ASAの子会社

Nedstack（オランダ）
オランダのPEM燃料電池メーカー。主にシステムインテグレーター向けにPEM燃料電池スタックを設計、製造しており、PEMスタ
ックをモバイルから大規定置型まで幅広い種類に実装している。

PowerCell（スウェーデン）
スウェーデンの高出力密度を有するPEM燃料電池スタック・システムのメーカー。定置型から自動車、船舶用など、幅広い用
途に向けて、スタック・システムを製造している。

McPhy（フランス）
水素の固体貯蔵の技術開発を発端にフランスで2008年に設立された。水素における製造・貯蔵・配給における分野で幅広
く活動し、水素装置の設計・製造・統合を手掛けている。

FuelCell Energy （米国）
燃料電池発電事業を手がけている。トヨタと共同で米国カリフォルニア州ロングビーチ港に燃料となる水素を生み出し、2.35メ
ガワットの発電が可能な燃料電池（FC）発電所および水素ステーションを併設。

Bloom Energy （米国）
発電ならびに電気の供給および販売。水素と天然ガスの混合物を処理できるシステムを製造しており、韓国で100％水素ベ
ースのシステムを展開すると発表。

Proton Onsite（米国）
20年以上の研究開発に基づいた高度なPEM電解技術を持った米国の世界最大の水素製造装置メーカー。2017年にノル
ウェーNel ASAに買収され子会社化されている。

PLUG POWER（米国）
米国燃料電池メーカー。フォークリフト、予備電源などに向けて燃料電池を製造するほか、水素ステーションの開発などをおこ
なっている。また商業用車においても、燃料電池システムを提供している。

Air Products & Chemicals
（米国）

産業用のガスと化学薬品の販売を主な事業とする。よりクリーンな輸送燃料の生産を目指し20余りの諸国で250超の燃料
プロジェクトを展開する水素燃料のパイオニア。

Cummins（米国）
エンジンメーカー。2019年にHydrogenicsを買収し、水電解ソリューション（オンサイト水素生成用）および水素燃料電池
システム（バス、トラック、電車などの大型電気自動車用）の製造をリードしている。
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2.エネルギー関連産業
6)燃料アンモニア

現時点では、再生可能エネルギーから製造されたアンモニア（グリーンアンモニア）に比べ、天然ガスや石炭を原料としたア
ンモニア（グレーアンモニア）の価格競争力は極めて高い。また、天然ガスや石炭を原料として開発・製造段階で生じる
CO2をカーボンリサイクルやCCSによって回収したアンモニア（ブルーアンモニア）についても、グリーンアンモニアと比較して
1/2～1/3程度と試算されており、依然として価格競争力が高い。

アンモニアの製造方法とコスト

出典：燃料アンモニア導入官民協議会中間取りまとめ
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy environment/nenryo anmonia/pdf/20200208 1.pdf

概要 政策 市場 企業
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2.エネルギー関連産業
6)燃料アンモニア

アンモニアの発電コストは水素と比較して大きく下回っている。

アンモニアの製造方法とコスト

出典：経済産業省資源エネルギー資源庁, https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ammonia_01.html

概要 政策 市場 企業
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2.エネルギー関連産業
7)その他 概要 政策 市場 企業

出典：平塚波力（環境省CO2 排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業）http://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/common/200074600.pdf
http://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/common/200074600.pdf / https://ideasforgood.jp/2018/11/16/normandie-hydrolinne-power-
plant/ https://engineer.fabcross.jp/archeive/200608 hybrid-platform.html

波力発電

波力発電は、波のエネルギーを利用して発電する。発電方法は、①発電装置内の空気室に流れ込んだ海水の上下運
動によって押し出された空気でタービンを回す「振動水柱型」、②波を受けた物体が振り子のように動いて発電する「可動
物体型」、③防波堤の内側に作った貯留池に防波堤を超えた波を溜めて出来る水面の高低差を利用する「越波型」、
④高速回転するコマが波に揺られて傾いたときに元に戻ろうとする力を利用した 「ジャイロ式」の大きく４タイプがある。
現在、世界各国で様々なタイプの波力発電装置の開発・研究が進められており、ヨーロッパや米国が先行している。

平塚波力発電所（２号機）

取組み事例：

神奈川県平塚市の海岸で、波力発電装置の実用化に向
けた実証実験。2020年度末までのプロジェクト。東京
大学生産技術研究所を代表とするグループが提案した
新型波力発電装置を平塚新港防波堤前面に設置した。

フランス北西部ノルマンディー地方の海上で、欧州最大となる波力発電所が2021年に建設開始する。

プロジェクトは、Normandie Hydrolienne社が請け負う。2024年までに発電所が完成し、2027年までに発電容量
3GWを目指す予定である。

波と風、太陽を利用するハイブリッド発電――海上浮遊式発電システムを開発

ドイツのSINN POWERは、波力、風力、太陽光発電を組み合わせた海洋プラットフォームを開発した。仕様に合わせて組
み合わせが変更可能なモジュール式を採用し、世界初の海に浮かぶハイブリッドプラットフォームとする予定である。2020年夏
から、ギリシャ・クレタ島で太陽光発電モジュールのテストを実施する予定で、現在協力企業を模索している。
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Ⅲー２ 個別分野

輸送・製造関連産業

（自動車・蓄電池産業、半導体・情報通信産業、カーボンリサイクル産業）

126
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3.輸送・製造関連産業
1)自動車 概要 政策 市場 企業

出典：兵庫三菱「【世界全体編】EV/PHV/PHEV 年間 販売台数ランキング TOP20【2019年 最新】」2020年2月29日」
https://www.hyogo-mitsubishi.com/news/data20200229090000.html
を元にハローGが加工

EV/PHV参入メーカー

 2019年のEV/PHVの販売台数のトップ
はテスラで、36万7820台で、前年比
49.9%増と過去最高であった。2019
年通期売上高は、前年の14.5％増の
245億7800万ドル(約2兆6750億円)。
最終損益は8億6200万ドル(約940億
円)の赤字だが、前年2018年よりも約1
億1400万ドル赤字幅が縮小。

 2位はBYDで22万9506台の販売実績、
3位はBAICの16万251台、4位SAIC
の13万7666台と上位は中国メーカーが
占めた。

 5位BMW、６位Volkswagenとドイツ
メーカーが続き、７位に日本の日産自動
車がある。

順位 メーカー 国

1 Tesla 米国

2 BYD 中国

3 BAIC 中国

4 SAIC 中国

5 BMW ドイツ

6 Volkswagen ドイツ

7 Nissan 日本

8 Geely 中国

9 Hyundai 韓国

10 Toyota 日本

2019年 世界市場におけるEV/PHVメーカー TOP20

順位 メーカー 国

11 Kia 韓国

12 Mitsubishi 日本

13 Renault フランス

14 Chery 中国

15 GAC 中国

16 Volvo スウェーデン

17 Great Wall 中国

18 Dongfeng 中国

19 Changan 中国

20 JAC 中国
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3.輸送・製造関連産業
2)蓄電池分野 概要 政策 市場 企業

出典：各種資料より、ハローG作成
https://www.marketsandmarkets.com/Market-Reports/solid-state-battery-market-164577856.html
https://securetpnews.info/2020/10/01/固定鉛蓄電池市場2020分析と正確な見通し-ジョンソ/
https://energyacuity.com/blog/2019-top-energy-storage-companies/

各種電池 参入企業

企業名 国籍

1 Cymbet 米国

2 Robert Bosch ドイツ

3 Toyota Motor  日本

4 Solid Power 米国

5 Excellatron Solid State 米国

6 BrightVolt 米国

全固体電池

鉛蓄電池
企業名 国籍

1 ジョンソンコントロールズ・インターナショナル 米国

2 エキサイド・テクノロジーズ フランス

3 GSユアサコーポレーション 日本

4 エナーシス 米国

5 C＆Dテクノロジーズ 米国

6 アマララジャ インド

7 Leoch国際技術 中国

8 パナソニック 日本

企業名 国籍

1 Fluence 米国

2 NextEra Energy Resources 米国、カナダ

3 BYD Company 中国

4 Samsung SDI 韓国

5 Parker Hannifin 米国

6 GE Energy 米国

7 LG Chem 韓国

8 GreenSmith Energy Management Systems フィンランド

9 ComEd 米国

10 NEC Energy Solutions 日本

11 RES 英国

12 Invenergy 米国

13 Tesla 米国

14 Xtreme Power 米国

エネルギーストレージ
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3.輸送・製造関連産業
2)蓄電池分野 概要 政策 市場 企業

出典：エコノミストOnline「ＥＶ用バッテリーで世界シェアトップ 「中国・CATL」の知られざる正体」2021年2月6日
https://weekly-economist.mainichi.jp/articles/20210202/se1/00m/020/027000c
EVSmart「中国CATLとEV用電池安定調達を図る自動車メーカーの関係を整理してみた」2020年8月23日
https://blog.evsmart.net/electric-vehicles/automaker-supplier-relationship-with-catl/
マークラインズHP
https://www.marklines.com/ja/market report/hv phv ev battery 01 2019

車載蓄電池メーカー

電気自動車（EV）向けの電池製造の世界シェアは、中国最大手のCATL（Contemporary Amperex
Technology Co., Ltd＝寧徳時代新能源科技）がトップ。CATLは中国国内では49％と圧倒的シェア。
次いで、韓国のLG化学が23％、三番手が日本のバナソニックで19％。これら上位3社で約7割のシェア。
中国には第4位のBYDグループなど複数の電池メーカーが存在。

企業名 国 シェア

CATL（寧徳時代） 中国 25％

LG化学 韓国 23％

パナソニック 日本 19％

BYDグループ（比亜迪） 中国 7％

サムスンSDI 韓国 6％

SKイノベーション 韓国 5％

その他 15％

主要車載電池メーカーと世界シェア（2020年）

中国の電池メーカー

CATL (寧徳時代)

BYD (比亜迪)

Gotion High-Tech (国軒高科)

Lishen Battery (力神電池)

CALB (中航锂電)

Farasis Energy (孚能科技)

CATL - SAIC (時代上汽)

Sunwoda (欣旺達)

BAK Battery (比克電池)

CATARC (卡耐新能源)

中国のHEV/PHV/EV電池メーカー
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3.輸送・製造関連産業
2)蓄電池分野 概要 政策 市場 企業

出典：エコノミストOnline「ＥＶ用バッテリーで世界シェアトップ 「中国・ＣＡＴＬ」の知られざる正体」2021年２月 https://weekly-
economist.mainichi.jp/articles/20210202/se1/00m/020/027000c
EVsmart「世界シェア3年連続No1～電池業界の超新星CATLとは？」2020年8月5日 https://blog.evsmart.net/electric-vehicles/automaker-
supplier-relationship-with-catl/
電子デバイス新聞「急躍進の中国CATL、車載用LiBで世界トップを走る」2020年 https://www.sangyo-times.jp/article.aspx?ID=2771
FP BB News「中国のリチウムイオン電池メーカー、欧州進出を加速」2020年11月５日 https://www.afpbb.com/articles/-/3313982
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM033FL0T00C21A2000000/

参考資料①

中国・CATL（寧徳時代新能源科技）

 CATL（寧徳時代新能源科技）は中国の大手自動車メーカーと車載電池の合弁会社を設立して供給している。また、
米テスラ、ドイツのBMW、ダイムラー、フォルクスワーゲン（VW）、仏PSAなどの欧州メーカーやトヨタ自動車、日産自動
車、ホンダなどの日本メーカーなど世界中の自動車大手に「全方位」で車載電池を供給している。

投資についての動きをみると、2020年は投資額500億元（約7,500億円）で、電池の生産能力を2023年に300ギ
ガワット（2020年比で5倍程度）に引き上げる計画を発表した。また、2021年には、最大290億元（約4,700億
円）を投じて中国内の3カ所で工場を新設、増設すると発表した。

海外への投資をみると、2018年にドイツ・チューリンゲン州に初の海外工場、2021年にはインドネシア工場の建設を開
始した。今後、米国での工場建設も視野に入れる見通しである。

コスト競争力、技術開発

 CATLは鉱山資源の確保、電池用原材料の調達、素材開発、製造（セル・モジュール・パック）、コバルト、ニッケルなど
のリサイクルを一貫して行っており、コストダウンを図りつつあり、電池生産１ギガワット当たりの設備投資は2017年の3.5
億元から2020年の2.5億元まで低下した（LG化学の8割程度）。また、CATLの電池セルコストは2017年の134ドル
／キロワット時（kWh）から、2020年の88ドル／kWhへと、約35%のコストダウンを実現した。

 CTP（セル・トゥ・パック）技術を採用した新型電池は、部品点数を40％削減し、電池パックの統合効率を現行の
75％から90％に高め、生産効率を50％向上させた。また、EV車台と電池を一体化し、新技術「CTC（セル・トゥ・シャ
シー）」を開発中で、これは動力配分の最適化とエネルギー消費の低減で航続距離1,000キロを実現する。
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3.輸送・製造関連産業
2)蓄電池分野 概要 政策 市場 企業

出典：東洋経済オンライン
https://toyokeizai.net/articles/-/365841#
NETIB-NEWS
https://www.data-max.co.jp/article/37712
中央日報
https://s.japanese.joins.com/JArticle/274901?sectcode=320&servcode=300

参考資料②

リチウムイオン電池の世界シェア1位に躍り出たLG化学

 LG化学、サムスンSDI、SKイノベーションを合わせた韓国電池メーカー3社の世界市場のシェアは34.7％に達しており、

韓国は「電池強国」になりつつある。中でもLG化学は電気自動車シェア1位のテスラをはじめ、自動車メ－カー上位20社

のうちフォルクスワーゲン、ルノー、ボルボ、GM、現代自動車など13社に電池を供給しており、2020年には会社設立後

初めて売り上げ30兆ウォン（約2兆8174億円）を突破した。（前年比で売り上げは9.9％、営業利益は185.1％そ

れぞれ増加した。）LG化学の台頭の背景には、欧州の電気自動車市場の拡大と、中国のテスラ工場への納品があり、

世界シェア24.6％で、1位に躍り出ている。

一方、 LG化学のライバルで、以前は世界シェア1位であった中国のCATL（※）は、コロナ禍で業績にダメージを受け、リ

チウムイオン電池の供給量が前年比28.1％も減少し、世界シェアを23.5％に落とした。

（※） 2011年に創業したCATLは、世界最大のEV市場である中国で急成長を果たし、2019年には4年連続で世界首位となった。中国

では、上海汽車、広州汽車など地場大手自動車メーカーとそれぞれ車載電池の合弁会社を設立し、BMW、ダイムラー、VWなど世界大手

にも供給している。
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3.輸送・製造関連産業
3)グリーンIT 概要 政策 市場 企業

出典：株式会社グローバルインフォメーション「VPP (バーチャルパワープラント)市場、主要参入企業の戦略とは」2020年4月30日
https://www.gii-news.jp/nav931272-20200430 、 “Global Virtual Power Plant Market Size, Status and Forecast 2020-2027”  
Report Ocean HP, https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000154.000067400.html
Maximize Market Research,  https://www.maximizemarketresearch.com/market-report/virtual-power-plan-market/14847/

VPP主要参入企業

VPPソリューションのプロバイダーや電力マネ
ジメント関連の企業は、米国を中心に、
英国、ドイツなど欧州の企業がほとんどを
占める。

企業名 国

AutoGrid Systems 米国

Centrica REstore 英国

Enbala 米国

Kiwi Power 英国

Limejump 英国

Siemens ドイツ

ABB スイス

Next Kraftwerke ドイツ

Enel X イタリア

AMS 米国

Duku Energy 米国

RWE ドイツ

Bosch ドイツ

GE Digital Energ 米国

Schneider Electric フランス

Viridity Energy 米国

企業名 国

Itron Inc 米国

Landis + Gyr スイス

Schneider Electric SA ドイツ

Badger Meter 米国

EDMI シンガポール

Holley Metering Limited 中国

Neptune Technology Group Inc. 米国

Sensus 米国

Honeywell InternationalInc 米国

企業名 国

Blue Pillar 米国

Cisco Systems, Inc. 米国

Comverge 米国

Cpower Energy Management 米国

Flexitricity Limited 英国

Hitachi, Ltd. 日本

IBM 米国

Olivene, Inc. 米国

Open Access Technology 

International, Inc.
米国

Osisoft 米国

Power Analytics Corporation 米国

Sunverge 米国

Toshiba Corporation 日本

Upside Energy, Ltd 英国

VPPソリューションプロバイダー

スマートメーターメーカー
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3.輸送・製造関連産業
4)パワー半導体 概要 政策 市場 企業

出典：Yole Développement「Discrete Power Device Packaging: Materials Market and Technology Trends 2019」 2019年１月
https://www.i-micronews.com/products/discrete-power-device-packaging-materials-market-and-technology-trends-
2019/?utm source=PR&utm medium=email&utm campaign=Discrete Power Devices Packaging MarketOverview May2019-1&cn-
reloaded=1

パワー半導体 主要メーカー

 パワー半導体の参入メーカーは、日本、欧州、米国
の企業が中心となっており、中国や韓国、台湾など
の企業は上位にはいない状況である。

 パワーエレクトロニクス機器の製造において、中国は
依然としてInfineon、富士電機、三菱電機などの
海外サプライヤーに強く依存している。

 ただし、中国のパワー半導体サプライヤは、現在のパ
ワーエレクトロニクスのエコシステムで重要な役割を担
うところまで成長してきている。

メーカー名 国籍

1 Infineon Technologies AG ドイツ

2 ON Semiconductor 米国

3 STMicroelectronics スイス

4 Vishay Intertechnology 米国

5 三菱電機 日本

6 ローム 日本

7 東芝 日本

8 ルネサス 日本

9 富士電気 日本

10 Littelfuse 米国

11 Diodes 米国

12 Semikron ドイツ

13 Nexperia 中国

14 Alpha & OmegaSemiconductor 米国

15 Bosch ドイツ

パワー半導体メーカー
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

出典：経済産業省「カーボンリサイクル政策について」 2021年2月

カーボンリサイクルの取組状況②
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

出典：新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえた 資源・燃料政策の今後の方向性, 
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen nenryo/pdf/029 03 00.pdf

メジャー石油開発企業の取り組み状況①

企業名 CO2排出削減目標 主な取り組み

BP
（英国）

2050年までに生産過程におけるCO2排出量を
ネットゼロ、消費段階を含めたCO2排出量
50%減

• 低炭素事業への投資拡大、石油天然ガス生産の
削減
• カーボンオフセット、CCS、水素などの活用

Shell
（英国、オランダ）

2050年までに生産過程におけるCO2排出量を
ネットゼロ、消費段階を含めたCO2排出量
50%減

•CCS、森林再生によるCO2の削減
• 再エネ、バイオ燃料、水素利用、充電への投資拡
大

TOTAL
（フランス）

2040年までに生産過程、消費段階において、
ネットCO2排出量を25～35%減

•CCUS、省エネ脱炭素技術開発
• 経済性を維持できる石油上流投資を継続

Exxon Mobil
（米国）

生産過程におけるCO2削減

• メタン漏えい15%、随伴ガス焼却25%削減
• バイオ燃料、CCSなどの研究開発を実施
•2021年2月1日、CCS技術の新事業部門
「ExxonMobil Low Carbon Solutions」を設立。
CCSプラントを世界20ヶ所以上に建設する。2025
年までに30億米ドル（約3,200億円）を投資する。

Chevron
（米国）

生産過程におけるCO2削減
• 豪州のLNGプロジェクトでの大規模CCSの実施
• バイオ燃料、水素、再エネの技術開発投資
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

出典：bpHP「New collaboration to develop offshore CCUS infrastructure」 https://www.bp.com/en/global/corporate/news-and-
insights/reimagining-energy/northern-endurance-partnership-to-develop-offshore-ccus-infrastructure.html

メジャー石油開発企業の取り組み状況②

BP（英国）、Eni (イタリア)、Equinor (ノルウェー)、National Grid (英国)、Shell（英国・オランダ）、TOTAL (フラ
ンス)は、英国北海で二酸化炭素の貯留インフラを建設するためのパートナーシップ、Northern Endurance
Partnership（NEP）を結成 。2026年に始動することを目指しており、CO2回収、水素、燃料切り替えの組み合わせに
より、2030年にネットゼロを達成するための現実的な経路を備えている。
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

出典：IEA 「CCUS in Clean Energy Transitions」2020年9月
https://www.iea.org/reports/ccus-in-clean-energy-transitions/a-new-era-for-ccus#growing-ccus-momentum

Sustainable Japan「【アメリカ】エクソンモービル、CO2削減策でCCS導入重視姿勢を鮮明に。逃げ切り図る」2021年2月20日
https://sustainablejapan.jp/2021/02/20/exxon-mobil-ccs/59301

メジャー石油開発企業の取り組み状況③

民間部門もいくつかの新しいCCUS投資を発表した。2020年4月、13の国際石油ガス会社のグループである石油ガス
気候イニシアチブ（OGCI）は、米国の天然ガス発電所にCCUSを装備することに投資すると発表した（OGCI、
2020）。1か月後、Equinor、Shell、Totalは、政府の支援を受けて、ノーザンライツのオフショアCO 2貯蔵プロジェクト
に7億米ドル以上を投資する計画を発表した（Equinor、2020a）。7月、Equinorは、英国のHumber地域で
CCUSを使用して天然ガスから水素を生産するプロジェクト– H2H Saltend –を主導すると発表した（Equinor、
2020b）。

 DAC研究への支出も2020年の初めから拡大している。3月に、米国エネルギー省はDACへの2200万米ドルの資金提
供を発表した。6月、英国政府はこの技術に1億ポンド（1億2800万米ドル）を割り当てた。さらに、主要なDAC技術
開発者の1つであるClimeworksは、2020年9月に、DACの最大の民間投資である1億スイスフラン（1億1,000万
米ドル）を調達したことを発表した（Climeworks、2020）。

石油ガス世界大手米エクソンモービルは2月1日、炭素回収・貯留（CCS）技術の新事業部門「ExxonMobil Low 
Carbon Solutions」を設立したと発表した。石油ガス大手に対する気候変動での批判が高まる中、エクソンモービルは
CCSプラントを世界20ヶ所以上に建設し、「回収」で逃げ切る戦略を明確にした。2025年までに30億米ドル（約
3,200億円）を投資する。
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

主な参入企業

企業名 企業情報

BP（英国）
国際石油資本スーパーメジャーの1社。Net Zero Teesside（CCUS）プロジェクトを含む、CCSの研究、
開発、およびプロジェクトに関与。

Royal Dutch Shell
（英国、オランダ）

国際石油資本スーパーメジャーの1社。温暖化ガスの排出量を2050年までに実質ゼロとする中長期戦略を
発表。

TOTAL（フランス）
国際石油資本スーパーメジャーの1社。2040年までに生産過程、消
費段階において、ネットCO2排出量を25～35%減とする。

Exxon Mobil Corporation 
（米国）

国際石油資本スーパーメジャーの1社。CCSのグローバルリーダー。2021年１月５日、環境への取り組みを
まとめたレポート『2021 Energy &Carbon 』を発表。

Chevron（米国） 石油を始めとするエネルギー関連製品を扱う民間企業。西オーストラリアのGorgon CCSプロジェクトを実施。

Aker Solutions
（ノルウェー）

大手エンジニアリング会社。造船、LNGプラント建設、油田プラントの建設など、世界中で事業展開している。
1990年代からCO2処理ソリューションに取り組む。

Linde PLC （英国） 産業ガスおよびエンジニアリングの大手企業。

National Grid（英国） 電力・ガスを供給するインフラ企業。

Schlumberger Limited 
（米国）

世界最大のオイルフィールドサービス会社ヒューストンとパリに本社を構える。

Fluor Corporation
エンジニアリング、調達、建設、製造およびモジュール化、試運転、メンテナンス、ならびにプロジェクト管理サー
ビスを提供。30基以上のプラントを持つ。

Siemens AG（ドイツ） 製造業、インフラストラクチャー、輸送など、経済のバックボーンを形成する産業を中心としたテクノロジー企業。

General Electric（米国） 電気事業をルーツとする多国籍コングロマリット企業。世界中で13のCCS実証プロジェクトを設計および構築。

Equinor ASA（ノルウェー） 北欧最大のエネルギー企業。40以上のCCSプロジェクトに参加している。

出典：各社HPより
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

主な参入企業（スタートアップ）

出典：各社HP, The Carbon Utilization Alliance , https://www.cua.earth/ccus-companies

企業名 企業情報

LanzaTech（米国）
微生物のガス発酵技術を利用し、一酸化炭素や二酸化炭素を含む排ガスから低炭素燃料、及び化学品を
製造する技術を開発。

Carbon Clean Solutions
（英国）

自社開発し、特許を保有する回収溶剤 の製造・販売、CO2回収設備のエンジニアリング・機材販売、CCU 
事業開発等。

CarbonCure（カナダ） セメント製造によって毎日大量に排出されるCO2をリサイクルしてコンクリートに注入するという事業に取り組む。

Carbon Engineering, Ltd.
（カナダ）

クリーンエネルギー企業で、大気から直接二酸化炭素を回収するDirect Air Capture技術の商品化に力を
入れている。

Carbon Recycling 
International（アイスランド）

二酸化炭素と水素から再生可能なメタノールを製造する技術を開発。

Blue Planet（米国）
コンクリート原料の骨材にCO2を再利用する「CO2活用骨材」の製造技術を開発する。三菱商事が出資提供
を行っている。

Infinium
（米国）

CO2と再生可能エネルギーからクリーン燃料「エレクトロフューエル（ElectrofuelsTM）」を生成する革新的技
術を持つ。

AGG Biofuel（米国）
二酸化炭素およびその他の炭素質投入物を合成ガスに変換して、輸送用燃料、発電、プロセス熱、およびよ
り価値の高い製品のさらなる処理に使用する。

Opus12（米国）
カリフォルニア州バークレーに拠点を置く化学技術企業。 CO₂をプラスチックや輸送用燃料などの有益な化学物
質に変換する技術を開発している。

Fortera（米国） ポルトランドセメントと比較してCO₂排出量を60％以上削減する新材料を開発。

Newlight Technologies
（米国）

カリフォルニアを拠点とするバイオテクノロジー企業。プラスチックに取って代わることができる、AirCarbonと呼ばれ
る天然のカーボンは開発。

O.C.O Technology
（英国）

炭素回収、持続可能な建設製品、廃棄物処理を専門とする。カーボンネガティブ骨材などの持続可能な建設
製品を製造する。
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3.輸送・製造関連産業
5)CCUS /カーボンリサイクル分野 概要 政策 市場 企業

出典：Lanza Tech https://www.lanzatech.com/ , 三井物産HP, 全日本空輸HP, 積水化学工業HP,

Infinium HP, https://infiniumco.com/technology/

参入企業

Lanza Tech（本社イリノイ州、米国）

Infinium（本社：カリフォルニア州、米国）

特許技術は、鉄鋼業界で商業規模で展開されている。一酸化炭素、二酸化炭
素、水素を含むガスを微生物により発酵させエタノールを生成。エタノールは、ディ
ーゼル、ガソリン、またはジェット燃料の製造原料として、またプラスチックやポリマー
の前駆体として使用可能。同社の製品ポートフォリオには、エタノールに加えて、
化学製品や中間体など、他の化学製品製造プロセスの原材料として使用できる
追加の生化学物質が含まれる。
三井物産は2014年、2千万ドル（当時の為替レートで約20億円）を出資。
2017年、積水化学工業株式会社は、LanzaTechと共同開発し、“ごみ”をま
るごと “エタノール”に変換する生産技術の開発に世界で初めて成功。
2019年、全日本空輸（ANA）は、2021年以降に米国にて製造・供給を予
定する、エタノールを原料としたバイオジェット燃料の購入について合意。

サクラメントに本拠を置く同社は。二酸化炭素および再生可能エネルギーからクリーン燃料「エレクトロ
フューエル」を生成する革新的な技術を持つ。この技術で、トラック、船、飛行機のエンジンに電力を供
給する事ができ、輸送の即時脱炭素化が可能になる。

2021年1月、三菱重工は、米国のAmazon、英国のAPベンチャーズと共に出資を発表した。
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参考資料
General Electric(GE) 概要 政策 市場 企業

出典：GE「2020 Annual Report」
https://www.ge.com/sites/default/files/GE AR20 AnnualReport.pdf

環境戦略

2020年のGEの基本方針

GEでは、環境と健康に関して以下の３つ分野について注力
していく方針を打ち出している。

1.エネルギー転換と脱炭素化

2.精密医療：個人向けの診断と治療のパーソナライズ化

3.スマートで効率的な航空機

GEは脱炭素化に向けて、風力発電用の
タービン、ガスタービンなどの発電プラント
用の機器に力を入れている一方で、高効
率燃焼エンジンなど航空機用エンジンの
分野でもCO2排出量削減に貢献する戦
略を打ち出している。

◇上記の内、カーボンニュートラルに関わる１．及び３．についての説明

1. エネルギー転換と脱炭素化に向けて、2030年までに排出ガス削減目標を達成すべく、石炭発
電市場から撤退し、自国内及び海外における約50,000ほどの風力発電の設置、HAガスタービンな
どによって顧客の脱炭素化を支援するために技術開発を推進する方針。

3. スマートで効率的な航空機については、GEのエンジンが排出ガス削減目標を達成するのに役立
つ。GEのサイクルエンジンは、15％の燃料消費効率化を実現。ハイブリッド化の推進とともに航空業
界に貢献する。
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出典：GE「2020 Notice of Annual Meeting and Proxy Statement」
https://www.ge.com/sites/default/files/GE Proxy2020.pdf

製品分野

GE9Xエンジン

GE9Xジェットエンジンは、ボーイングの777X長距離ジェットに
対して提供する史上最大の航空機エンジンとなる。交換予定
のGE90–115Bエンジンと比較して、燃料燃焼率が10％高く、
排出ガスが45％削減できる。

HAガスタービン

GEのHAガスタービンは、コンバインドサイクル発電所の効率化
を図る技術である。 2019年、GEは100番目に受注したHAタ
ービンである「7HA.03」には、最新技術を搭載し。現在、世界
最大で、最も効率的なガスタービンとなっている。

Haliade-X洋上風力タービン

Haliade-X12メガワットタービンはドイツの北海において十分な
風量が得られた場合、年間、67GWhを発電し、欧州の
16,000世帯に対して電力を供給できる能力を持っている。今
日利用可能な洋上風力タービンの中では、最大の出力を持っ
ている。
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出典： 21世紀政策研究所「欧州CE政策が目指すもの」2019年3月
http://www.21ppi.org/pdf/thesis/190405.pdf

環境問題全般：CEへの取り組み

環境保護、CO2削減などに積極的に取り組むシーメンスでは、CEに関する5つのビジネスモデルを打ち出している。

1. 製品寿命の延長

2. プラットフォームを活用したシェアリングモデル

3. リースによるPaaS(プロダクト・アズ・ア・サービス）

4. 廃棄物の再利用

5. 製品の再利用

これらのモデルを支えているのは、IoTプラットフォームのMindSphereというシステムであり、自社で構築、活用するばかりで
なく、商品化して顧客にも利用してもらっている。

その他に、以下のような取り組みを行っている。

レアアースやレアメタルなどの重要原材料を「有害物質」と位置づけ、全社的に利用の低減や置き換えを進めている。

医療機器の再製造、自動車部品の再生、風力発電のモーターにレアアースを使わない磁石を採用、ガスタービン部品の
補修に3Dプリンタを活用などの取り組みを行っている。
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出典： Sustainable Japan 「シーメンス、2030年までにカーボン・ニュートラル達成に向け1億ユーロを投資へ 」2015年10月9日
https://sustainablejapan.jp/2015/10/09/siemens/19128 、 シーメンスHP https://new.siemens.com/jp/ja/kigyou-
jouhou/sustainability/decarbonization.html 、 プレスリリース」https://assets.new.siemens.com/siemens/assets/api/uuid:5eec5943-8791-
4f36-b1bd-4191abd19694/siemens-position-on-global-decarbonization-and-climate-change-v2.pdf

CO2排出ゼロ(カーボンニュートラル）にする取り組みの発表（2015年9月、公表時）

2015年9月2日、シーメンスは、2030年までにカーボンフットプリント・ネットゼロを実現するという目標に向けて、今後3
年間で製造設備や建物に約1億ユーロを投資すると発表した。

2015年、年間約220万トンに及ぶCO2排出量を2020年までに半減させる計画を立てており、今後は建造物や製
造工程におけるエネルギーマネジメントシステムや効率化システム、自動化システムなどの革新的技術に投資する。これ
らの取り組みにより年間2000万ユーロのエネルギーコスト削減が期待できるとした。

 長期に渡るCO2排出量削減に向け、シーメンスは当時、3つの方策を実施した。

1. エネルギーコストの最適化に向けて製造設備およびオフィスビルに分散型エネルギーシステムを導入

2. 低公害車および電気自動車を世界中で採用

3. 天然ガスや風力などクリーン・エネルギーの利用を推進

2016年度からCO2排出削減プログラムを開始し、エネルギー効率改善に向けて約4000万ユーロを世界15地域の工
場に投資するとした。

シーメンスのエネルギー効率とCO2排出削減に関わる技術を結集した環境関連ソリューションは、2014年度には会社
全体の売上の46%を占める330億ユーロを生み出しており、このソリューションを導入した顧客はドイツ全体のCO2総
排出量の半分に匹敵する年間4億2800万トンに及ぶCO2排出量削減を実現しているとのことである。
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出典：シーメンス HP
https://press.siemens.com/global/en/feature/decarbonization

カーボンニュートラルに関する現状の取り組み状況

現状のシーメンスの取り組み

 シーメンスは、パリ協定における地球温暖化対策の目標達成するため、以下の持続可能性イニシアチブを実施。

 Climate Groupが主導するRE100、EP100、EV100の3つのイニシアチブをサポート。

 Science Based Targetsイニシアチブ（SBTi）に参加し、地球温暖化を摂氏1.5度に制限するために、バリュー
チェーン全体に沿った科学に基づく削減経路に取り組む。

カーボンニュートラル取り組みの現状

 シーメンスは、2030年までに以下の目標を掲げている。

電気自動車がシーメンスのフリートの100％を占めることを目指す。（EV100 –電気自動車）

二酸化炭素排出量がゼロの建物を所有またはリースする。 （EP100 –エネルギー生産性）

再生可能エネルギーを調達100％を目指す。 （RE100 –再生可能エネルギー）

サプライチェーンの排出量を20％削減する予定である。

 シーメンスが2015年9月に発表した「CO2排出ゼロ(カーボンニュートラル）を2030年までに実現」する目標について、
2020年までに排出量を半分削減するという中間目標を掲げていた。実際は、2020年9月にその暫定目標を上回り、す
でに排出量を54％削減している。今後、2050年までに排出ガスのないサプライチェーンの実現を目指している。

 シーメンスには、世界中に約65,000のサプライヤーが存在している。脱炭素化プログラムの一環として、これらのサプライヤ
ーが生成する上流の温室効果ガス排出量に関するデータを公開している。
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出典： シーメンス HP https://press.siemens.com/global/en/feature/decarbonization

カーボンニュートラルに関する現状のイニシアティブ

科学ベースのターゲットイニシアチブ

シーメンスは、気候変動の劇的な影響を抑えるために、
地球温暖化について+1.5Cの目標を設定し、 科 学 に
基づく温室効果ガス排出削減に取り組んでいる。

EP 100

IEAは、世界の気候目標の達成に必要な温室効果ガ
ス排出削減の40％以上は、エネルギー効率により達成
可能と推定している。シーメンスもエネルギー生産性を
向上と同時に、排出量を削減する目標を掲げている。
そのプロジェクトがEP100である。

RE 100

シーメンスのRE100は、CDP Worldwideと連携し
、グローバル企業の再生可能エネルギー利用を促
進し、100％の利用率まで高める活動であり、関連
する情報の収集整理などを行っている。

EV 100

シーメンスは電気自動車への移行を推進している。
EV100プロジェクトによって、2030年までに100％
近くのEV化を進めることを目指している。
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出典：シーメンス HP https://www.plm.automation.siemens.com/global/ja/webinar/emission-system-simulation-co2/76760
IBM HP https://www.ibm.com/blogs/solutions/jp-ja/iot-siemens/

カーボンニュートラルに関するITソリューション分野での取組み

シミュレーション工場

「シミュレーション工場」は、システム・シミュレーションによって二酸
化炭素の排出量を削減するものである。エンジニアリング部門によ
る手作業のプロセスで行っていた作業を、シミュレーションモデルの
同時処理により実現するソリューションである。

IBM Watson（AI）、ブロックチェーン技術の活用
による自動車からの排出CO2削減

シーメンスのトラベル管理部門は、CO2排出量実質ゼロに向けさ
まざまな取り組みをしてきた。例えば、オンライン・コラボレーションツ
ールを活用して出張回数を減らす。テクノロジーを用いて、車両か
ら排出されるCO2を削減することなどである。

これらの取り組みのため、シーメンスはIBMのAIシステムである
Watson AssistantとIBMブロックチェーン・データを用いたバーチ
ャル・トラベルアドバイザーを構築し、自動車などの車両から排出さ
れるCO2削減量などの情報を把握できるようになった。
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出典：BUSINESS & FINANCIAL NEWS 「BASFとシーメンス・エナジー、カーボンマネジメント分野で協力」2021年2月19日、
https://www.basf.com/jp/ja/media/news-releases/global/2021/02/p-21-123.html

カーボンニュートラルに関する他業種との連携

BASFとシーメンス・エナジー、カーボンマネジメント分野で協力（2021年2月9日）

BASFとシーメンス・エナジーは戦略的パートナーシップの一環として、温室効果ガス排出量の削減に向けた新技術の商業
的導入を加速させる。BASFの技術的な専門知識とシーメンス・エナジーの革新的な製品およびサービスポートフォリオを組
み合わせることにより、BASFは化学品製造におけるCO2排出量削減で主導的な役割を拡大することを目指す。世界最大
級の化学品製造拠点で、BASFの本社があるルートヴィッヒスハーフェン工場では、複数のパイロットプロジェクトが検討されて
いる。

パイロットプロジェクトには、モジュールでの容量拡張が可能な出力50メガワットの水素製造用PEM（プロトン交換膜）電
解槽の建設、生産プラントの廃熱からプロセス蒸気を生成するための50メガワットの高温サーマルヒートポンプの設置が含ま
れる。また、シーメンス・エナジーのデジタル製品とCO2最適化製品を使用し、ルートヴィッヒスハーフェン工場における電力網
の近代化も査定中である。さらに、電解プラント（PEM電解）の効率を高めるためのシステムや触媒の共同開発、および風
力発電での協力の可能性を評価するための調査も行われている。
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